
「自治体やシステムベンダを含む関係者がコミットした形で各行政分野のシステムの標準を設定する。その上で、ベンダは標準仕様書
に記載された機能をパッケージに搭載し、各自治体は標準準拠システムを導入し、カスタマイズは原則として行わない」という調達方法
について、良いことだと思いますか。

アンケート結果①（システムの標準化について）

 「良い」「非常に良い」⇒ 19団体
 「どちらかと言えば良い」⇒ １団体
 「導入することが困難」⇒ １団体

標準仕様書と標準準拠システムの導入

【良いと思う理由】
• カスタマイズに相当する機能が明確になるため、
自治体で真の必要性を議論できる。多面的に、自
治体の投資対効果が増大する良い取組。

• ＰＫＧが標準化されることにより、各ベンダが他
社よりも優位性を示すためにＰＫＧ仕様以外の
サービス拡充に走った場合、それらを享受できる
ことが期待。

• システムが標準化されることにより、自治体間で
の事務の標準化が図られるため、人材の流動性も
高められる。

【課題】
• 標準システムに移行するためのシステム費用及び標準システ
ムに合わせた形での業務運用への人的配置を含めた変更

• 他のシステムとの連携が必要な以上、他システム連携のレイ
アウトがすべて標準化されない限りはカスタマイズが発生す
るため、原則カスタマイズなしは連携については難しいので
はないか。

※事務局にて21団体（指定都市５団体、中核市６団体、一般市10団体）を対象に、システム、様式・帳票の標準化についてアンケートを実施。

住民記録システムについて、複数のベンダが標準に準拠したパッケージシステムを提供した場合、それを導入しますか。

① システム更新を待たずに標準準拠パッケージシステム
を調達 ⇒０団体

② システム更新時に標準準拠パッケージシステムを調達
⇒１８団体

③ システム更新時も標準準拠パッケージシステムを
調達しない ⇒３団体

• 費用対効果の観点から、システム更新時を待たずに導入するのか、システ
ム更新時に導入するのかを判断したい。ただし、法令及び事務処理要領に
基づく処理であることを鑑みると、システム更新時に導入すると思われる。

• 本市の住民記録システムは、開発費を保守期間で平準化して償還する形式
で調達していることから、標準準拠システムとの経費比較にもよるが、基
本的には次回更新時に導入することが想定される。

• 現行システムの投資コストの回収も考慮すると、次期システム更新時に調
達することが効率的・経済的である。

• 現段階では、住民記録システム以外の国保や税システム等への
影響が大きいと考えるので、③とした。しかし、今後、標準仕
様書など具体的に示された段階で、対応を考える。

住基での標準準拠システム導入意向

資料19

1



アンケート結果②（様式・帳票の標準化について）

様式・帳票の標準化について、良いことだと思いますか。

• 申請者にとって、異なる手続きであっても、記入項目が標準化され、まず何を記載
すべきかが標準化されていることは記入しやすい。

• 申請書の審査をする際にも、様式の記載項目が標準化されていれば審査ミスが軽減
される。

• 様式・帳票が標準化されていれば受け取った後の事務処理を自動化できる。100％デ
ジタル化までのつなぎの取組であっても、社会全体の効率化につながる良い取組。

• システムベンダの負担軽減につながり、システム構築コストが低減されると考えら
れる。

• 印刷、編綴、製本、封入等のアウトソーシングが大量発注でき、コストも印刷業務
作業も軽減できる。

• 標準化はよいことと考えるが、法令や事務処理要
領、各種通知、各自治体での運用を十分に検討す
る必要があると考える。

• 各自治体へのシステム改修等、自治体側の費用負
担や準備時間についても配慮をお願いしたい。

様式・帳票の標準化への見解

賛成意見 課題・意見

標準の様式・帳票が定められた場合、標準の様式・帳票を用いますか。

• 導入PKGのVUP対応があれば更新を待たず用いる。
• 標準の様式・帳票変更に伴う修正工数の大きさにより①か
②を選択することになると思われるが、すぐにできなくて
も順次標準準拠の方向で改修していきたい。

• 標準の様式・帳票が示された場合、多くの自治体で導入し
なければ標準化の意味はないと考えられる。

① システム更新を待たずに標準の様式・帳票を用いる⇒７団体 ② システム更新時に標準の様式・帳票を用いる ⇒１４団体

標準の様式・帳票の使用希望

• 法改正時等の改修コストを削減することが出来る。
• 現状において各自治体により転出証明書のレイアウトが異
なっているため、誤入力の温床となっている。標準化するこ
とにより誤入力の発生率を下げることが出来る。

• 現行システムの投資コストの回収も考慮すると、次期システ
ム更新時にあわせて使用することが効率的・経済的である。
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